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ら、内陸部との経済力・財政力格差は拡大した。1994 年の「分税制」改革と 2002 年改革を通
























査についても、2010 年度の中国内陸部調査報告（『月報』第 572・573 合併号）に安徽省社会科
学院との研究会で配付された『中国中部地区発展報告［2010］』のうち河南省社会科学院課題組
「国際金融危機下での中国中部経済の成長実態と見通し」を翻訳して掲載した。 






－ 13 － 
では分担者が質問等を主導し、調査後に依頼されるよりは、スムースに執筆することができた。
この方式は 2012 年度春季実態調査（愛媛、徳島）にも引き継がれた。 
 全調査先についての報告を『月報』で取り上げることの意義としては、調査結果のできるだ
け広い範囲についての所員との共有の他に、調査先へのお礼がある。『月報』の国内実態調査報
告号は、全調査先に送付される。『月報』で調査に対応していただいた役所・事業所・団体の一
部しか触れられていないとすれば、触れられていない調査先に対して申し訳ない。また参加所
員全員が３本柱のいずれかの様式で報告を執筆することは、個人研究ではなく、社研の共同の
調査としての成果にふさわしいと考えられる。 
 実態調査の「定点観測」化に対応した国内実態調査の「全調査先・全所員参加者執筆制」の
採用は、私の所長在任期間に事務局調査担当を中心に進められた『月報』に関連する最大の改
革であったと考えている。 
